
北広島市ワーク・ライフ・バランス推進事業助成金交付事務要領 

 

(趣旨) 

第 1 条 北広島市ワーク・ライフ・バランス推進事業助成金(平成 29 年 9 月 27 日市

長決裁。以下「要綱」という。)の規定に基づく助成金の交付における事務の取扱い

については、要綱及び北広島市補助金等交付規則(昭和 61 年広島町規則第 10 号。

以下「規則」という。)に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

(助成金の交付申請) 

第 2 条 規則第 4 条の規定により助成金の交付の申請をしようとする者(以下「申請

者」という。)が提出する同条の補助金等交付申請書は、助成金交付申請書(別記第

1号様式)とする。 

2 前項の申請に当たっては、同項の助成金交付申請書に次に掲げる書類を添えて、

市長に提出するものとする。 

(1) 事業計画書(別記第 2号様式) 

(2) 補助金等交付申請額算出調書(別記第 2号様式の 2) 

(3) 経費の配分調書(別記第 3号様式) 

(4) 事業収支予算書(別記第 3号様式の 2) 

(5) 資金収支計画書(別記第 3号様式の 3) 

(6) 誓約書兼同意書(別記第 4号様式) 

(7) その他市長が必要と認める書類 

(助成対象事業の決定等) 

第 3条 市長は、前条第 1項の助成金交付申請書の提出があったときは、速やかに審

査を行うものとする。 

2 規則第 7 条の規定による補助金等の交付の決定の通知は、助成金交付決定通知書

(別記第 5号様式)により行うものとする。 

(助成金の概算払) 

第 4条 助成金の交付の決定を受けた者(以下「助成事業者」という。)が、規則第 14 

条ただし書の規定による概算払を希望するときは、助成金概算払請求書(別記第 6

号様式)により市長に申請するものとする。 

2 市長は、前項の規定による申請があった場合において、その内容を審査の上適正

であると認めたときは、交付すべき時期及び助成金の額を決定し、助成金概算払決

定通知書(別記第 7号様式)により当該申請をした者に通知するものとする。 

(事業内容の変更等)  

第 5条 助成事業者は、要綱第 6条の承認を受けようとする場合は、事情変更承認申

請書(別記第 8号様式)を市長に提出するものとする。  

2 市長は、前項の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査の上当

該変更等の可否を決定し、事情変更承認通知書(別記第 8 号様式の 2)により助成事

業者に対し通知するものとする。 
(完了報告書の提出)  



第 6条 規則第 11条に規定する補助事業等実績報告書は、完了報告書(別記第 9号様

式)とする。  

2 前項の完了報告書の提出に当たっては、次に掲げる書類を添付するものとする。 

(1) 事業報告書（別記第 9号様式の 2） 

(2) 事業収支決算書（別記第 9号様式の 3） 

(3) 補助金等精算書（別記第 9号様式の 4） 

(4) 補助金等交付申請額算出調書 

(5) 経費の配分調書 

(6) 助成対象事業を実施したことが確認できる書類 

(7) 領収書等の写し 

(8) その他市長が必要と認める書類 

(助成金の額の確定等)  

第 7条 市長は、助成事業者の完了報告書を受理したときはその内容を審査し、速や

かに交付すべき助成金の額を確定するものとする。  

2 規則第 12条の規定による補助金等の額の確定の通知は、助成金交付額確定通知書

(別記第 10号様式)により行うものとする。  

(助成金の支払)  

第 8条 前条第 2項の規定による通知を受けた者は、助成金交付請求書(別記第 11号

様式)により助成金の支払を請求するものとする。  

2 市長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに当該請求をした者に対

して支払を行うものとする。  

 (委任) 

第 9条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市民生活課長が定める。 

附 則（平成 29年 9月 27日） 

この要領は、平成 29 年 10 月 1 日から施行する。 

  附 則（平成 30年 3月 12日） 

この要領は、平成 30年 4月 1日から施行する。 

  附 則（平成 30年 9月 27日） 

この要領は、平成 30年 10月 1日から施行する。 

 附 則（平成 31年 3月 28日） 

この要領は、平成 31年 4月 1日から施行する。 

 附 則（令和 2年 3月 30日） 

この要領は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

附 則（令和 3年 9月 27日） 

この要領は、令和 3年 10月 1日から施行する。 

附 則（令和 5年 3月 30日） 

この要領は、令和 5年 4月 1日から施行する。 

 


